
大和市火災予防規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成２６年１２月２６日 

                      大和市長 大 木  哲   

 

大和市規則第６７号 

大和市火災予防規則の一部を改正する規則 

大和市火災予防規則（昭和５９年大和市規則第３０号）の一部を次のように改正する。 

第２９条を第３２条とし、第２８条を第３１条とし、第２７条を第３０条とする。 

第２６条第１項中「（第２１号様式）」を「（第２４号様式）」に改め、同条第２項中「第１項」

を「前項」に、「（第２２号様式）」を「（第２５号様式）」に改め、同条を第２９条とする。 

第２５条中「（第１９号様式）」を「（第２２号様式）」に、「（第２０号様式）」を「（第２

３号様式）」に改め、同条を第２８条とする。 

第２４条の見出し及び同条第１号中「指定洞
とう

道等」を「指定洞道等」に改め、同条を第２７条と

する。 

第２３条の見出し中「指定洞
とう

道等」を「指定洞道等」に改め、同条第１項中「指定洞
とう

道等」を

「指定洞道等」に、「指定洞
とう

道等（新規・変更）届出書（第１８号様式）」を「指定洞道等（新

規・変更）届出書（第２１号様式）」に改め、同条第２項各号中「指定洞
とう

道等」を「指定洞道等」

に改め、同条を第２６条とする。 

第２２条中「（第１３号様式）」を「（第１５号様式）」に、「（第１４号様式）」を「（第１

６号様式）」に、「（第１５号様式）」を「（第１７号様式）」に、「（第１６号様式）」を

「（第１８号様式）」に、「（第１７号様式）」を「（第１９号様式）」に、「しなければならな

い」を「、同条第６号に掲げる行為にあっては露店等の開設届出書（第２０号様式）によりしなけ

ればならない」に改め、同条を第２５条とする。 

第２１条中「（第１０号様式）」を「（第１２号様式）」に、「第９号」を「同条第９号」に、

「（第１１号様式）」を「（第１３号様式）」に、「第１４号」を「同条第１４号」に、「（第１

２号様式）」を「（第１４号様式）」に改め、同条を第２４条とする。 

第２０条中「（第９号様式）」を「（第１１号様式）」に改め、同条を第２３条とし、第１９条

を第２２条とし、第１８条の２を第１９条とし、同条の次に次の２条を加える。 

（指定催しの指定） 

第２０条 消防長は、条例第４２条の２第１項の規定により指定した指定催しを同条第３項の規定

により当該指定催しを主催する者に通知するときは、指定催しの指定通知書（第９号様式）によ



るものとする。 

（火災予防上必要な業務に関する計画の提出） 

第２１条 条例第４２条の３第２項の規定による火災予防上必要な業務に関する計画の提出は、火

災予防上必要な業務に関する計画提出書（第１０号様式）によりしなければならない。 

別図中「第１９条」を「第２２条」に改める。 

第２２号様式（その１）及び第２２号様式（その２）を削る。 

第２１号様式中「第２６条」を「第２９条」に改め、同様式を第２４号様式とし、同様式の次に

次の１様式を加える。 

  



第２５号様式（第２９条関係） 

正 

少量危険物等タンク検査済証 

水張又は水圧検査の別   

検 査 圧 力 ｋＰａ  

タ

ン

ク

の

構

造 

形 状   容 量 ｌ  

寸 法 ｍｍ  

材 質 記 号 

及 び 板 厚 
  

製造者及び製造年月日   

 タンク検査番号  第    号 

 

     年  月  日 

 

大和市消防長        印  

 

副 

少量危険物等タンク検査済証 

５０ｍｍ 
  

検 査 圧 力 ｋＰａ  

  検 査 番 号 第     号       

検 査 年 月 日 年  月  日       

大和市消防本部 

  ７０ｍｍ   

備考 

１ この少量危険物等タンク検査済証（副）は、金属板とすること。 

２ この少量危険物等タンク検査済証（副）は、タンクの見やすい箇所に取り付けること。  



第２０号様式中「第２５条」を「第２８条」に改め、同様式を第２３号様式とする。 

第１９号様式中「第２５条」を「第２８条」に改め、同様式を第２２号様式とする。 

第１８号様式中「第２３条」を「第２６条」に、「指定洞
とう

道等（新規・変更）届出書」を「指定

洞道等（新規・変更）届出書」に「洞
とう

道等」を「洞道等」に改め、同様式を第２１号様式とする。 

第１７号様式中「第２２条」を「第２５条」に改め、同様式を第１９号様式とし、同様式の次に

次の１様式を加える。 

  



第２０号様式（第２５条関係） 

露店等の開設届出書 

年  月  日 

 

大和市消防長 あて 

 

                        住 所           

                    届出者 氏 名           

                        電 話           
 

次のとおり届け出ます。 

開 設 期 間 
自    年    月    日 

至    年    月    日 
営 業 時 間 

開 始     時      分 

終 了     時      分 

開 設 場 所  

催 し の 名 称  

開 設 店 数  
消 火 器 の 

設 置 本 数 
 

現場責任者氏名                 （電話          ） 

※  受  付  欄 ※  経  過  欄 

  

備考 

１ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

２ 法人又は組合にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入すること。 

３ 露店等の開設場所及び消火器の設置場所に係る略図を添付すること。 

４ ※印の欄は、記入しないこと。 

  



第１６号様式中「第２２条」を「第２５条」に改め、同様式を第１８号様式とする。 

第１５号様式中「第２２条」を「第２５条」に改め、同様式を第１７号様式とする。 

第１４号様式中「第２２条」を「第２５条」に改め、同様式を第１６号様式とする。 

第１３号様式中「第２２条」を「第２５条」に改め、同様式を第１５号様式とする。 

第１２号様式中「第２１条」を「第２４条」に改め、同様式を第１４号様式とする。 

第１１号様式中「第２１条」を「第２４条」に改め、同様式を第１３号様式とする。 

第１０号様式中「第２１条」を「第２４条」に改め、同様式を第１２号様式とする。 

第９号様式中「第２０条」を「第２３条」に改め、同様式を第１１号様式とし、第８号様式の次

に次の２様式を加える。 

  



第９号様式（第２０条関係） 

 大和市消防本部指令第   号 

年  月  日 

 

           様 

 

大和市消防長       印 

 

指定催しの指定通知書 

 

大和市火災予防条例第４２条の２第１項の規定に基づき、下記催しを指定催しとして指定したの

で通知します。 

 

記 

 

催しの開催場所 
 

催しの名称 
 

催しの開催期間 
 

 

教 示 

１ この指定に不服のある場合は、指定があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内

に大和市長に対して審査請求をすることができます。 

２ また、この指定については、指定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に

大和市を被告として指定の取消しの訴えを提起することができます（訴訟において大和市を代

表する者は大和市長となります。）。 

３ なお、この指定について審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったこと

を知った日の翌日から起算して６か月以内に大和市を被告として指定の取消しの訴えを提起す

ることができます｡ 

  



第１０号様式（第２１条関係） 

火災予防上必要な業務に関する計画提出書 

年  月  日  

大和市消防長 あて 

届出者                  

住 所                   

（法人の場合は、名称及び代表者氏名） 

 

氏 名                 印 

電 話                   

  防火担当者                             

住 所                   

氏 名                 印 

電 話                   

 

別添のとおり火災予防上必要な業務に関する計画書を提出します。  

指 定 催 し の 
開 催 場 所 

 
 

指定催しの名称  

開  催  期  間 
自    年    月    日 
至    年    月    日 

開 催 時 間 
開始      時      分  
終了      時      分 

一日当たりの 
人出予想人員 

 露 店 等 の 数  

使 用 火 気 等 
□コンロ等の火を使用する器具    □ガソリン等の危険物 
□その他（                 ） 

その他必要事項  

※  受  付  欄 ※  経  過  欄 

  

備考 

１ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

２ □印のある欄には、該当の□印にレを付けること。 

３ ※印の欄は、記入しないこと。  



   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成２７年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際、現に作成されている用紙が残存する間は、必要な補正をして引き続き使

用することができる。 


